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福祉医療機構の法人形態等について 


 


 


１． 株式会社化（特殊会社化）と独立行政法人について 


 


 機構の業務は、国の医療・福祉政策と一体となって、「福祉・医療支


援の専門店」として各種業務を総合的に運営する必要がある。 


 


（福祉医療貸付について） 


○ 株式会社化は、会社としての利益の向上を前提とする経営を目指すも


のであり、福祉・医療分野の特性を踏まえた長期・低利の貸付事業に支


障をきたすおそれがある。 


○ 現在、事務費は運営費交付金として交付されているため低利を実現で


きている。 


 


（貸付以外の業務について） 


○ 退職金共済制度は、退職金額等、基本的事項が法律により定められて


いる。 


 賦課方式で運営しており、国、都道府県、共済契約者が１／３ずつの


負担。制度の継続性、国・都道府県から毎年継続的に退職金を確実に支


出することが必要であり、国の関与が担保され解散の可能性のない法人


であることが必要。また、共済制度に株式会社形態はなじまない。 


 


○ 心身障害者扶養保険事業は、昭和４０年代に一部自治体において、障


害者の保護者が相互扶助の精神に基づき開始した事業であり、それを全


国的に実施するための公的主体として福祉医療機構が行っている。 


保護者の死亡後残された障害者に年金を支給するという福祉的要素


が強く、株式会社形態はなじまない。 


 


○ その他の事業についても、総合的・一体的に機構で行うことが望まし


い業務であり、国の一定の関与を受けながら国に代わって確実に業務を


実施できる独立行政法人形態は適当。 


 


 


 







２． 福祉医療機構のガバナンスについて 


 


 福祉医療機構の行う各種業務にふさわしいガバナンスを一層進める


ことはきわめて重要。機構においても、独立行政法人のガバナンスに加


え、さらに強化する取組を進めてきたところ。 


 


○ 内部統制 


  ＊ ＩＳＯ９００１の取得、品質マネジメントシステムの運用 


  ＊ コンプライアンス委員会の設置 


＊ リスク管理委員会の設置 


＊ 情報システム委員会・個人情報管理委員会の設置 


＊ 危機管理対策本部の設置 


＊ 民間活動応援本部の設置 


 


○ 国による統制 


  ＊ 国会（予算） 


  ＊ 主務大臣（中期目標、理事長・監事の任命、報告徴収ほか） 


  ＊ 独立行政法人通則法、福祉医療機構法 


 


○ 評価・監査 


＊ 独立行政法人評価委員会（総務省及び厚生労働省） 


＊ 監査については、会計監査人（監査法人）による監査、監事監査、 


会計検査院会計実地検査の実施 


    


○ さらに進めるべき点があれば率先して進めてまいりたい。 


 


 


※ なお、日本政策金融公庫との統合については、前回説明のとおりです。 


 


 







10 月 12 日ヒアリング時依頼分 


 


 


行政刷新会議 独立行政法人改革に関する分科会ＷＧ 


福祉医療機構への質問事項に対する回答 
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＜独立行政法人福祉医療機構＞ 


問 金融庁の検査を受けていない理由を整理してほしい。 


 


（答） 


１ 福祉医療機構は、独立行政法人通則法第６４条の規定により、


主務大臣による検査権限等が規定されているが、金融庁による検


査については法律上規定されていないため、検査を受けていない。 


 


２ 株式会社日本政策金融公庫、独立行政法人住宅支援機構、独立


行政法人国際協力機構（有償協力業務部分）等については、主務


大臣の検査権限の一部を内閣総理大臣に委任、内閣総理大臣が金


融庁長官に委任する規定が置かれている。これは、平成１４年に


政策金融機関に金融庁検査が導入できるように法改正が行われた


ことによるものだが、福祉医療機構については、「政策金融機関」


とされていないため、法改正の対象とされなかったと理解してい


る。 
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＜独立行政法人福祉医療機構＞ 


問 運営費交付金を機械的に削減されるのと毎年予算が削減される


のではどちらがいいのか？あまり変わらないとの回答があったが


その根拠如何。 


 


（答） 


１ 運営費交付金であっても、毎年度運営経費を個別に予算要求する


方式であっても、業務量の増減にかかわらず、中期目標と毎年度の


予算シーリングで削減される運用に問題があると考えており、運営


交付金等が適切な額で交付されることが望ましい。 


   


２ また、運営費交付金と毎年度運営経費を個別に予算要求する方式


では、運営費交付金の方が、法人に支出において裁量性が認められ


ているため、より柔軟な対応が可能であると理解している。 


 


３ なお、福祉医療貸付は低利融資とする必要があることから、運営


費交付金等の支給が不可欠である。 
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＜独立行政法人福祉医療機構＞ 


問 国費をフロー（診療報酬等）で支払うより、福祉医療機構


の低利融資の方が有利であるとの説明の根拠を説明してほし


い。 


 


（答） 


１ 福祉医療機構の融資は、医療・福祉施設の整備のうち、整備が


必要な施設等を対象に低利融資を行うものである。 


 


 ２ 上記の融資の金利を引き上げると、整備の必要な施設等の経費


をカバーするために、診療報酬・介護報酬の引き上げで対応せざ


るを得なくなるおそれがある。 
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＜独立行政法人福祉医療機構＞ 


問 １億円貸付に６万円の経費というのは極めて低い。 


  貸出先の発掘などはどのようにしているのか。書類審査だ


けで貸出を決定しているのか。であるとするとその専門性は


一般の貸出業務とどのように異なるのか。 


 


（答） 


１ 福祉医療機構における融資審査に当たっては、原則として、現


地調査、地方公共団体、協調融資先の民間金融機関への訪問など


により、多面的な審査を行っている。 


 


２ また、審査にあたっては、一般的な融資において必要となる財


務分析や不動産管理、債権保全等のスキルに加え、 


 ・ 福祉医療政策や地域の福祉医療の実情の理解 


 ・ 診療報酬・介護報酬体系など融資対象の収入構造の把握 


 ・ 融資対象施設の人員・施設基準、補助金等の仕組みの理解 


 ・ 豊富な融資実績に基づく福祉医療分野における経営、施設立


ち上げのデータやノウハウ 


 等の専門性を用い、適切な施設・事業計画となるよう助言をしつ


つ審査を行なっている。 







総務省 政策評価・独立行政法人評価委員会 


 


平成 21 年度における厚生労働大臣所管独立行政法人の業務の実績に関する 


評価の結果等についての意見について （抜粋） 


平成 22 年 12 月 22 日 政委第 34 号 


≪独立行政法人の内部統制の充実・強化を行う上で参考となる法人における取組≫ 


法人の長のリーダーシップ）（ミッションの役職員への周知徹底 


◯ 平成 20 年 10 月に機構の経営理念「民間活動応援宣言」を策定し、「国の政策効果が最大になるよう、


地域と福祉の医療の向上を目指して、お客様の目線にたってお客様満足を追求することにより、福祉と


医療の民間活動を応援する。」という組織の進むべき方向性を明確にした。  


◯ 理事長から役職員に対して、「お客さま目線と健全性」という二つのものさしを念頭に置き、役職員が一


体となって、福祉と医療の民間活動を応援するという使命を果たすために、主体的に業務に邁進するよ


う周知徹底されている。 


◯ 経営理念「民間活動応援宣言」の実現に向けて、平成 21 年４月から理事長を本部長とする「民間活動


応援本部」を立ち上げ、組織全体で対応する仕組みを構築し、役職員の士気の向上を図っている。毎月


の経営企画会議において、理事長所感（理事長の経営姿勢や考え方等）を役員・幹部職員に対して述


べ、同時に、この所感をイントラネットを通じて他の職員に対して発信することで、組織内での問題意識


の共有化を図っている。  


◯ 平成 20 年度に現理事長が就任して以降、幹部職員から順次個人面談等を実施（平成 21 年度には中


堅・若手職員を対象に実施）している。こうした機会を通じて、理事長の人柄・理念が職員に伝えられる


とともに、組織の一体感が醸成されている。  


◯ イントラネット内の掲示板及び執務内の各所に経営理念を掲示するとともに、役職員がお客さまへ配布


するリーフレットや名刺に経営理念を印刷しており、日々、経営理念を意識した業務運営を行っている。 
 


組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対応等 


◯ リスクの識別・評価・対応  


・ リスク・危機管理基本方針の策定  


法人運営に伴い発生する業務上のリスク等を把握し適切な予防措置を講じるとともに、危機管理を


機動的かつ円滑に実施するため、リスク・危機管理に関する基本的な事項を定めた「リスク・危機管理


基本方針」を平成 21 年 10 月に策定している。 


・ リスク管理委員会の設置とリスク対応計画の策定  


「リスク・危機管理基本方針」の方針に基づき、平成 21 年 10 月に「リスク管理委員会」を設置する


とともに、業務上のリスクを抽出・把握した上で予防措置を講ずる「リスク対応計画」を 22 年３月に策


定している。 


危機が発生した場合は「危機管理対策本部」を設置できるよう規程等の整備を行っている。 


リスク対応計画については、各事業において想定するリスクを抽出し、業務に与える影響度や発生


可能性等により評価を行い、優先順位の高いリスクに対して課題、対応方針、対応期限などを策定し


ている。  


・ ＱＭＳに基づく対応  


ＱＭＳに基づき、業務運営において生じる課題・問題点（不適合）への対応方法、原因の分析、再


発・未然防止等を行う是正予防処置を適切に実施するため、「是正・予防処置結果記録シート」に記録


する運用を実施し、確実な管理を行うことでＱＭＳの有効性の維持及び継続的な改善を進めている。  


◯ 統制活動  


・ リスク対応計画に基づく対応  


各部署においては、リスク対応計画により定めた対応を適切に実行している。  


各部署からリスク管理委員会に対して、同計画に基づく対応実績等を半年に一度報告して評価を受


けるとともに、必要に応じて計画の更新を行う。  


・ ＱＭＳに基づく対応  


ＱＭＳに基づき、業務に必要な能力を習得するための教育・訓練の運用や業務手順書等による業


務の標準化等を実施している。 
















厚生労働省所管の研究法人の統合等（案）について


患者の立場に立った医薬品開発体制の整備患者の立場に立った医薬品開発体制の整備


＜医薬基盤研究所は患者の立場に立ち、医薬品開発の基盤研究を行う機関＞
・ 医薬基盤研究所は、患者が少なく企業単位では研究開発のインセンティブに乏しい難病等の治療薬開発に関わ


る基盤技術の研究や、単一の企業では取り組むことが難しい、新薬候補物質の安全性の確認・絞り込みに有用な


毒性データベースの構築・公開など、患者の立場に立った医薬品開発等に資する共通的な技術の開発等を行って


いる。


・ 産業技術総合研究所等の他の独立行政法人は、産業支援等を目的に取り組んでいることから、医薬基盤研究所


と統合する場合には 市場規模の小さい難病等のための研究が十分に行われないおそれがある このため 産業と統合する場合には、市場規模の小さい難病等のための研究が十分に行われないおそれがある。このため、産業


支援等を目的とする独立行政法人との統合は困難であり、各研究機関の特性を生かしつつ、産学官の関係機関


との間で、より幅広く必要な連携を進めることが適当。


・ 内閣官房医療イノベーション推進室で検討する「創薬支援機構」創設のためには、すべての機能を１つの法人で


担うよりも、大規模な公的化合物ライブラリーを有する大学や研究機関、医薬基盤研究所といった既存の関係機


関が連携し、必要な機能を強化しつつ取り組むことが現実的。


※ 「創薬支援機構」は、化合物を用いた創薬研究の基礎的な段階の支援策の１つで あり、あくまでも製薬企業


に代わ て個別の創薬プロセスを行うもの 方 医薬基盤研究所は 患者等のニ ズを踏まえつつ 生物製に代わって個別の創薬プロセスを行うもの。一方、医薬基盤研究所は、患者等のニーズを踏まえつつ、生物製


剤を含む医薬品開発に資する共通基盤技術の研究を実施。


＜国立健康・栄養研究所と医薬基盤研究所の統合＞＜国立健康 栄養研究所と医薬基盤研究所の統合＞
・ 国立健康・栄養研究所は、国民の健康の保持・増進や栄養その他食生活に関する調査研究等を行うものであり、


医薬基盤研究所と統合することで、 医薬品等に関する専門性と健康・運動・栄養に関する専門性の融合が図ら


れ、社会保障費用増加の大きな要因となっている生活習慣病対策について統合効果が期待できる。また、食品と


医薬品の相互作用による副作用等の研究にも統合効果医薬品の相互作用による副作用等の研究にも統合効果。


・ これらのことから、国立健康・栄養研究所と医薬基盤研究所を統合し、その体制の強化を図る。







・ 国立高度専門医療センター（６ＮＣ）については、昨年独法化する際、専門性を十分に発揮させ、政策課題を効果
的かつ効率的に達成するため、それぞれ独立した法人としたものであり、当面は現体制の下でガバナンスの強化


国立高度専門医療センターの連携の推進


に取り組む。今後、中期計画の実績等により、独立させたことの効果等を検証し、６ＮＣの在り方について検討する。
なお、引き続き、６ＮＣで連携できる間接業務（調達等）の連携や、情報の共有等の連携は推進する。


・ また、ＮＣは研究業務と有機的・一体的に診療報酬で賄われる病院事業を行っており、優秀な人材を確保する必


要があるため 総人件費の一律削減等にはなじまない要があるため、総人件費の 律削減等にはなじまない。


・ 労働安全衛生総合研究所については、労働災害について、法に基づく立入調査権限が付与される等いわば警察
権限を有しており その行う調査研究も国の労働安全衛生規制などの施策を作る際の科学的な裏付けとして直接


労働安全衛生総合研究所の国への移管


権限を有しており、その行う調査研究も国の労働安全衛生規制などの施策を作る際の科学的な裏付けとして直接
用いられている。


・ これらの点から、間接部門の効率化を行った上で、国に戻し、国の機関として位置づけることが適当である。


・ 同様の業務を行う科学警察研究所、消防研究センターが国の機関であることに鑑みれば、国の施設等機関とする同様の業務を行う科学警察研究所、消防研究センタ が国の機関であることに鑑みれば、国の施設等機関とする
ことが適当である。


※ 消防研究センターは独立行政法人消防研究所として独法化した後、国に戻った経緯がある。


労働政策研究・研修機構の中立性・独立性


エビデンスに基づいた的確な労働政策を企画立案するため、労働政策研究は
① 質の高さを確保する観点から、体系的・継続的に実施されること
② ユーザーでもある労使双方から信頼される公平性・中立性が確保されていること


労働政策研究 研修機構の中立性 独立性


③ 労使関係の実態に立ち入った調査研究の実施のため、国からの一定の独立性が確保されていること
を満たす必要がある。
→ 自然科学系の研究開発型法人との統合については、研究のシナジーが期待できないほか、法人の運営全般への労使の参画を維
持できず、公平性・中立性に疑念を生じることから困難。持 きず、公平性 中 性 疑念を る ら困難。


→ 労働関係法人との統合については、所管事業に関する研究に予算・人員の配分が偏る可能性があるほか、所管事業に批判的な研
究が困難となり、中立性・客観性に疑念を生じることから困難。


→ 国への移管については、公労使三者構成による審議の土台となる調査研究に求められる労使双方にとっての公平性・中立性及び
労使関係の特性から求められる国からの一定の独立性が損なわれるため困難。







創 薬 プ ロ セ ス に お け る 支 援 に つ い て
－アカデミア発のシーズを革新的な新医薬品・新医療機器として実用化へ－


基礎
研究 第1相


（ヒトに初めて投与）


第2相
（少数の患者に投与）


第3相
（多数の患者に投与）


承認
申請


非臨床
試験


（動物等）


化合物
同定


疾患原因


の究明
最適化
研究


治験・臨床研究


（ヒトに初めて投与） （少数の患者に投与） （多数の患者に投与）


創薬支援機構
個
別
研


製薬企業等に代
わりプロセスの


部を自ら実施


（動物等）


厚生労働省の施策


個別重点分野への研究開発支援（がん、Ｂ型肝炎等） 【Ｈ２３・２４～】


研
究
開
発
へ
の
支


一部を自ら実施


○ 優れた創薬シーズに基づき薬
剤候補をスクリーニング


○ 化学合成展開を行い、製薬企


厚生労働省の施策


薬事戦略相談の実施 【Ｈ２３～】


希少疾病用医薬品等の開発支援 【Ｈ２４（拡充）～】援業による薬剤開発へつなげる


○ 治験・臨床研究前の新薬候補物質の安全性の確認や絞り込みに
有用な毒性データベースの構築と公開
→医薬品開発における安全性評価プロセスを促進


【難病研究への支援】 医薬基盤


患者等のニーズを踏まえ、
医薬品開発に資する共通
基盤技術の研究を実施


→医薬品開発における安全性評価プロセスを促進
○ 難病の治療薬開発に資する治療効果の指標の開発


→医薬品開発における有効性評価プロセスを促進
○ 難病患者の細胞・遺伝子などの収集・保存


→アカデミアに提供し、創薬研究を促進
○ 次世代 ク 実用化 ため 新規免疫 応増強剤 開発


研
究
開
発
基
盤


研究所


国際水準で臨床研究を実施する病院の整備 【Ｈ２３・２４～】


医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）の体制強化


基盤技術の研究を実施 ○ 次世代ワクチン実用化のための新規免疫反応増強剤の開発
→ワクチンメーカーに提供し、開発を促進


盤
・
イ
ン
フ
ラ
の 国際水準で臨床研究を実施する病院の整備 【Ｈ２３・２４～】


再生医療等革新的技術の評価等を行うための研究の推進・体制強化
（ガイドライン策定等） 【Ｈ２４～】


個別化医療の推進（生体試料の収集・分配等） 【Ｈ２３～】


の
整
備







創薬支援機構の創設に当たっての課題
基礎研究 化合物同定 最適化研究 ⾮臨床試験基礎研究 化合物同定 最適化研究 ⾮臨床試験


①疾患原因の
究明（１つの
疾患に対して
種々の因⼦が


②多数の疾患原
因の中から、新
薬開発に有効な


③選別された疾患原因
に作⽤する新薬候補化
合物を、化合物ライブ


④選定された化合物
を基にして、より活
性のある新薬候補化


⑤細胞等を⽤いた
新薬候補化合物の
安全性・有効性の


⑥動物を⽤いた
新薬候補化合物
の安全性・有効種々の因⼦が


関与）
薬開発に有効な
標的を選別


合物を、化合物ライブ
ラリーから選定


性のある新薬候補化
合物を合成


安全性 有効性の
確認


の安全性 有効
性の確認


大手製薬企業


開
アカデミア


ベンチャー企業 製薬企業


創薬支援機構 ベンチャー 製薬企業


開
発
主
体


アカデミア


創薬支援機構アカデミア


化合物ライブラリーから新薬候補化合物を選定


創薬支援機構 ベンチャー、製薬企業体


創薬支援機構の創設に当たっての課題


⼤規模な公的化合物ライブラリー ※理研は2.5万個、東⼤は20万個、産総研は40万個を既に保有


創薬支援機構


機


１）創薬支援機構が担う業務は、本来各製薬企業等が行う研究開発業務の中核部分（米国においてはベンチャー企業も大きな役割）であり、ま
た、 どのような新薬候補化合物を選定し、新薬開発に進むかは、各企業の研究開発戦略そのもの。このため、行うべき業務や民と官との役
割分担について精査が必要。


２）多数の疾患原因の中から、新薬開発に有効なものを選別できる人材が必要。しかし、そのような人材は製薬企業も重用しており、機構を創設
する場合 必要な人材を新たに育成・確保することが課題


その課題解決に向けて基盤研ができること


する場合、必要な人材を新たに育成 確保することが課題。


３）大規模な公的化合物ライブラリーをどのように造成するのかが課題。各製薬企業のほか、理研、東大、産総研がそれぞれ大規模な公的化合
物ライブラリーを保有し、利用。このため、これらの既存ライブラリー間のネットワークを形成するなど、関係者の連携により必要な機能を実現
することも重要な選択肢。


その課題解決に向けて基盤研ができること
１）現状においても、基盤研は新薬開発ステップ⑤以降において、安全性や有効性の面から新薬候補化合物の絞り込みに資する基盤技術を提


供している。
２）既存の大規模な公的化合物ライブラリーがネットワークを形成し、基盤研がそのネットワークの調整機能を担うことが考えられる。







労働安全衛生総合研究所の統合について 


平 成 ２ ３ 年 １ ０ 月 


厚生労働省安全衛生部 


 


１．法人類型について 


（１）研究開発法人の類型について 


労働安全衛生総合研究所は、労働災害について、法に基づく立入調査権限が付


与されており、研究においても、その目的・意義は、学術的意義やイノベーショ


ン政策との整合性ではなく、行政施策・規制に如何に反映できる成果を出すかと


いうことにある。従って、法人の事務・事業の性格は、国の機関として位置づけ


られている消防研究センターや科学警察研究所に近く、一般の研究開発法人とは


異なる。このため、調査研究を行う法人ではあるものの、新たな法人類型のうち、


例えば発表論文数、論文引用数など、学術性やイノベーションといった観点で評


価される研究開発法人として位置づけることは適切でない。 


（２）その他の類型について 


研究開発法人以外に、労働安全衛生総合研究所の事務・事業が該当する可能性


があると考えられる新たな法人類型としては、「国の判断と責任の下で、国と密接


な連携を図りつつ、確実・正確な執行に重点を置いて事務・事業を実施する法人」


が上げられるが、この類型は調査研究を想定しているものでない場合は、ふさわ


しい類型とはいえない。 


（３）独法改革における方針 


上記のとおり、労働安全衛生総合研究所の事務・事業は、新たな法人類型には


必ずしも適合しないこと、国の方針・指示に従い、立入調査という公権力の行使


を伴う業務を含め、国の施策・業務に直結した調査研究を行うものであることか


ら、国に戻し、国の機関として位置づけることが最も適当と考える。 


 


２．他法人との統合について 


これまでの独法改革分科会における議論において、労働安全衛生総合研究所につ


いては、厚生労働省の研究開発法人との統合、労働系独法との統合が選択肢として


挙げられているが、以下のとおり、いずれの統合についても、メリットはほとんど


想定されず、デメリットが大きいことから、これまでどおりの形態で、単独で維持


することが困難である場合は、上記方針のとおり、国に戻し、国の機関として位置


づけることが最も適当と考える。 


（１）厚生労働省の研究開発法人との統合 


厚生労働省の研究開発法人としては、医薬基盤研究所、国立健康・栄養研究所、


６ＮＣ、ＪＩＬＰＴが挙げられるが、これらの法人と統合した場合、以下のとお


りメリットはほとんど想定されず、デメリットが大きい。 


 







【メリット】 


・定型的な庶務・経理等の業務については、集約化・合理化が一定程度図られ


る可能性がある。 


【デメリット】 


①組織面 


・法人を統合したとしても、研究所等の施設を統合するわけではないため、結


果的に事務所等が分散することになり、法人としての意思決定、会議の開催


等に係る手間・コストが統合前よりも増大するおそれがある。 


・業務範囲が広範なものとなり、専門分野も全く異なるため、理事長１人で全


てをカバーすることは不可能であり、結局各分野を担当する役員等が必要と


なり、大きな合理化にはならない。 


②業務面 


・研究内容等重なる部分がなく、統合による業務面でのシナジー効果がない。 


・そもそも各法人の目的が異なるため、統合後に、１つの法人として何を目的


とし、どのようなプライオリティ付けをし、どのような事業を実施するのか、


という意思決定が困難になる。 


・これらの研究所と統合した場合、統合後の法人類型は研究開発型となる可能


性が高く、その場合、上記１（１）に述べたとおり、労働安全衛生総合研究


所の事務・事業にふさわしくない類型となる。 


（２）労働系独法との統合 


労働系独法としては、高齢・障害・求職者総合支援機構、勤労者退職金共済機


構、労働者健康福祉機構（労災病院を除く部分）、ＪＩＬＰＴが挙げられるが、こ


れらの法人と統合した場合、以下のとおりメリットはほとんど想定されず、デメ


リットが大きい。 


【メリット】 


・定型的な庶務・経理等の業務については、集約化・合理化が一定程度図られ


る可能性がある。 


【デメリット】 


①組織面 


・業務範囲が広範なものとなり、専門分野も全く異なるため、理事長１人で全


てをカバーすることは不可能であり、結局各分野を担当する役員等が必要と


なり、大きな合理化にはならない。 


②業務面 


・業務面でのシナジー効果は全くない。 


・そもそも各法人の目的が異なるため、統合後に、１つの法人として何を目的


とし、どのようなプライオリティ付けをし、どのような事業を実施するのか、


という意思決定が困難になる。 


・統合後の法人類型において、調査研究に全くそぐわない制度が適用されるお


それがある。 







労働政策研究・研修機構（ＪＩＬＰＴ）について 


 


平 成 ２ ３ 年 １ ０ 月 


厚生労働省政策統括官 


（労働担当） 


 


１，政策研究機関の必要性 


政策の立案はエビデンスに基づくものであることが大前提であり、幅広い政策課


題に応じた実態調査や実証研究が必要である。また、社会・経済環境の変化を適切


に反映し、政策立案に資する質の高い政策研究を行うためには、スポット的な研究


では問題の本質に迫ることができず、体系的・継続的に実施される必要がある。 


そのため政策の企画立案部門及び事業実施部門から独立した専門的な政策研究機


関が不可欠である。このことは、分野を問わず、他省庁も公的な専門の政策研究機


関を設置していることからも明らかであり、労働政策分野についても例外ではない。 


 


２，他法人との統合について 


（１）研究開発型法人との統合について 


ＪＩＬＰＴは、社会科学系の政策研究機関であり、自然科学系の研究開発型法人


である国立健康・栄養研究所、労働安全衛生総合研究所、医薬基盤研究所とは、研


究内容や研究者の専門性のみならず、研究の目的・対象（政策か基準づくりや技術


開発か）についても根本的に大きく異なる。 


このため、統合による研究のシナジーが期待できないばかりか、法人の業務の広


範化によって経営陣の専門性がばらばらになること等により、法人のガバナンスの


弱体化を招き、意思決定の迅速性や的確な政策研究の推進等の点で却って問題が生


じることが予想される。 


また、労働政策研究については、その性格上、国とともに政策研究のユーザーで


もある労使双方の信頼の下で実施されることが不可欠であることから、ＪＩＬＰＴ


においては、労働政策研究等の法人運営全般について、労使に参画いただいており、


この面からの制度化の提案をさせて頂いているところである。他の研究開発型法人


と統合された場合には、こうした運営方法を維持できなくなり、労使双方から、研


究の公平性・中立性に疑念を持たれることが懸念される。 


こうしたことから、自然科学系の研究開発型法人と統合することは適当ではない。  


 


（２）労働関係法人との統合について 


 労働関係法人との統合については、現在ＪＩＬＰＴで行われている「労働政策の


企画立案及び推進に資するための総合的な労働政策研究」機能が、法人の中の一部


門としての位置付けとならざるを得ない。 


このため、理事長は、研究部門のみならず、さまざまな事業部門を指揮・監督し







なければならず、労働政策研究のマネジメントに充当できる時間が激減し、意思決


定の迅速性や的確な政策研究の推進等の面で却って問題が生じることが予想され、


労働政策の審議の共通の土台となる質の高い労働政策研究の実施が困難になると考


えられる。 


また、労働関係法人と統合した場合には、当該法人が実施する事業に関する研究


が優先され、その他の研究との間に予算・人員の配分に偏りが生じる可能性がある。


さらに、当該法人が実施する事業についての批判的な研究（職業訓練や助成金の効


果の検証など）を行うことが困難となり、研究の中立性・客観性に疑念を持たれる


といった問題があるため、総合的な労働政策研究の実施に支障をきたすと考えられ


る。 


現内閣が「分厚い中間層の復活」を目指すとしていることや、東日本大震災から


の復興対応や非正規雇用の問題など労働政策が国政の中心的な課題となっているこ


とに鑑みれば、こうした労働政策の企画立案に資する労働政策研究を、労働関係法


人の一部門で実施することは、労働政策全体の停滞につながりかねず、適当ではな


い。 


 


３，国への移管について 


 労働分野における政策は、ＩＬＯ条約を踏まえ、公労使三者構成の労働政策審議


会における審議を経て立案されており、その土台となる調査研究は、労使双方の信


頼の下、国とともに政策研究のユーザーでもある労使双方にとって公平・中立であ


ることが求められる。 


また、労働政策研究の実施にあたっては、労働組合運動や企業の労務管理の実態


など、労使関係という労使の自主性・自律性が求められる分野に立ち入った調査研


究を行う場合もあることから、国からも一定の独立性を保ちつつ行われることが不


可欠である。 


こうした観点から、労働政策に関する調査研究は、独立行政法人として国から一


定の独立性を保ったＪＩＬＰＴが、その事業運営の全般について、労使の参画を得


て、労使からの信頼の下に実施しているところ。 


よって、ＪＩＬＰＴの国への移管は、国からの一定の独立性が確保できなくなり、


公平・中立な政策研究機関として労使からの信頼を損なうおそれがあることから、


適当ではない。 


 


４，業務の効率化について 


 ＪＩＬＰＴでは、第二期中期目標等に基づき、業務の重点化・効率化、あるいは


部課の統廃合等を行ってきている。 


（第二期中期目標期間における運営費交付金削減額：約７．４億円（▲２２．２％）） 


また、現在総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会において、第三期中期目


標の策定に向けた議論を行っており、引き続き重点化・効率化に向けた取組を推進


していきたい。 








独立行政法人改革に関する分科会 第 2WG(第 8回 )


議事次第


1.開会


2.経済産業省所管独立行政法人に係るヒアリング


(石油天然ガス・金属鉱物資源機構、新エネルギー・産業技術


総合開発機構、日本貿易振興機構、中小企業基盤整備機構)


3.厚生労働省所管独立行政法人に係るヒアリング


(医薬品医療機器総合機構、高齢・障害・求職者雇用支援機構、


福祉医療機構等)


4.閉会


【資料】


○ 経済産業省所管独立行政法人資料


○ 厚生労働省所管独立行政法人資料
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